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第２章 評価の実施方針 

２－１ 評価の背景と目的 

外務省のODA評価は，政府開発援助（ODA）のマネジメント改善および説明責任

の確保を目的として実施されてきている。国別評価は国別の援助政策全般を対象に，

現行の援助政策の実施状況を中心に検証を行い，その後のプロジェクト実施および

次の援助政策策定への教訓を得ることを主眼とする。 

本調査業務は，「ODA 評価ガイドライン（第 6 版）」に基づき，中央アジア諸国への

市場経済化支援の意義を踏まえ，カザフスタン，キルギス，ウズベキスタンの 3 か国

に対し，特に市場経済化支援に焦点を当てて評価を行った。 

 

１． 日本政府による中央アジア3か国に対する市場経済化支援の実施状況を中

心に，政策の妥当性，結果の有効性，プロセスの適切性の観点から検証を

行うこと 

２． 今後の中央アジア 3 か国および市場経済化支援分野における援助政策の

立案や実施のための教訓・提言を導き出し，これら 3 か国の国別援助方針

の策定に資すること 

３． 評価の結果を公表することで，国民への説明責任を果たすとともに，関係国

政府や他ドナーに評価結果をフィードバックすることで，ODA の広報に役立

て，評価を通じた ODA の改善や見える化に寄与すること 

 

２－２ 評価の対象 

本評価では，「中央アジア 3 か国に対する市場経済化支援」を評価対象とした。 

中央アジア 3 か国は，ソ連崩壊後，政治的・経済的困難のなかで，各国が独自の

市場経済化・民主化政策を推し進めてきた。独立直後から急進的な改革路線を推進

したカザフスタン，キルギス，漸進主義的な改革路線を標榜し，市場経済化に遅れ

が見られるウズベキスタンと，独立後 20 年が経過しようとしている現在，各国の市

場経済化の進展状況は様々である。 

日本政府は，これまで対象 3 か国に対し，2006 年にカザフスタンおよびウズベキ

スタン，2009 年にはキルギスの国別援助計画を策定し，人材育成を中心とした市場

経済化支援を実施してきている。本調査業務では 2006 年～2010 年に実施された

日本の中央アジア 3 か国に対する市場経済化支援を調査対象とする。特に当該 3

か国で実施されている JICA の技術協力プロジェクトの中で日本人材開発センタープ

ロジェクト（2000 年にカザフスタンおよびウズベキスタン，2003 年にキルギス，それ

ぞれの協力期間が開始）は，2010 年で開始後 10 年（キルギスは 8 年）を迎えた。こ

れを節目と捉えてこれまでの変遷を追いつつ，中心となるプロジェクトとして検証・分
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析を行うこととした。なお日本人材開発センター以外のプロジェクトは，過去 5 年間

（2006 年～2010 年）を対象とした。 

 

２－３ 評価の枠組み 

今回の調査業務では，ODA 評価ガイドライン（第 6 版）に基づき，OECD-DAC5

項目をベースに以下の 3 項目について総合的な評価を行った。具体的な評価の枠

組みは 12 ページから 17 ページに示すとおり。 

 

１． 政策の妥当性 

日本の対中央アジア3か国の市場経済化支援の政策的な妥当性を検証するため，

目標体系図に示された援助政策が，（１）中央アジア 3 か国の市場経済化に係るニ

ーズ（3 か国の開発計画，社会・経済政策等），（２）日本の上位政策（ODA 大綱，

ODA 中期政策），（３）日本の対中央アジア政策・戦略（「中央アジア＋日本」対話

等），（４）国際的な優先課題（ミレニアム開発目標（MDGs）等）に照らして整合性を

持っているか，といった観点を判断基準とする。さらに（５）他ドナー・国際機関による

支援と比較して，日本の優位性を活かした援助政策の策定および運用がなされてい

るか，他ドナー支援との補完性が図られているか等の観点で分析した。 

 

２． 結果の有効性 

日本の対中央アジア 3 か国の市場経済化支援策の実施により，設定された目標

および重点課題がどの程度達成されたかを検証するため，（１）日本の援助の目標

および重点分野における関連指標を把握し，（２）日本の支援実績・成果を整理，分

析した。また，当該 3 か国の市場経済化の進展度に関する指標の動向についても，

欧州復興開発銀行（EBRD）等の資料を活用し，把握・分析を行った。さらに，効果検

証にあたっては，外交的な波及効果，並びに中央アジア全体への波及効果につい

ても分析を行った。 

なお，日本の援助目標や重点分野において定量的な目標値は定められていない

ため，目標値と実績値の比較に基づいて「目標達成度」を測定することは不可能で

ある。また，時系列的な変化に対し，日本の援助がもたらした貢献度を厳密に測定

することは極めて困難である。したがって，（３）日本および中央アジア 3 か国におけ

る関係者へのインタビューから得られる定性的な情報も十分活用した上で，総合的

な観点から結果の有効性を検証した。 

 

３． プロセスの適切性 

日本の対中央アジア 3 か国の市場経済化支援政策の妥当性，結果の有効性を

確保するために採用されたプロセスが適切にとられていたかを検証するため，（１）

国別援助計画または方針に示された特定の課題への取組やアプローチが実施され
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たか，（２）被援助国のニーズを継続的に把握するための取組（現地援助実務者等

から構成される政策協議の実施，セクター別の分科会の実施等）が行われたか等か

ら判断した。また，（３）現地 ODA タスクフォースや本省の実施体制が整備されてい

たか，（４）政策の実施状況を定期的に把握するようなプロセスがとられていたか，

（５）他ドナー，国際機関等との連携による取組があったか等についても調査・分析を

行い，判断材料とした。 
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２－４ 評価調査の方法 

本調査は，以下の手法により行われた。 

 

 

１． 文献レビュー調査 

中央アジア3か国の市場経済化支援，および他ドナーによる支援動向に関する既

存文献資料，インターネットにて入手可能な情報のレビュー，整理，分析を行った。 

 

２． 国内関係者に対する質問票を用いたインタビュー調査 

中央アジア 3 か国の市場経済化支援に携わる外務省国際協力局国別開発協力

第二課，欧州局中央アジア・コーカサス室，JICA 関係各課のほか，中央アジアで日

系企業支援等を行う日本貿易振興機構（JETRO）へのインタビューを行った。 

 

３． 対象 3 か国の日本人材開発センター受講生／修了生に対するアンケート調査 

対象 3 か国の日本人材開発センタープロジェクトの受講生／修了生に対し，市場

図２－７ 評価調査の実施フロー 

文献収集、解析、

国内関係機関との協議

最終検討会の開催

報告書（案）の作成

現地調査

国内調査

評価の実施計画案

（評価デザイン）の作成

データ・情報の分析

･既存の文献・資料を基に、本政策の実績確認

・外務省、JICA等、国内援助機関へのヒアリング、協議

･最終検討会にて、報告書最終ドラフトの検討

･評価３項目毎に評価

･総合的評価

･当該地域/分野に対する援助政策の立案・実施のための教訓の抽出･提言

・報告書（案）の作成

・コメント取り付け

･定量的データの分析

･定性的データの分析

・現地ロジ（スケジュール管理、アポイント取り付け、車両・通訳・宿舎手配）

・「評価の枠組み」を基に、現地関連資料収集

･現地在外公館、JICA、相手国政府関係機関に対するヒアリング

・現地実施機関、関連ドナー、プロジェクト専門家・裨益者へのヒアリング

・プロジェクトサイト訪問

･「評価の枠組み」を基に、国内既存資料収集

･外務省・JICA等の援助実施機関に対するヒアリング

・プロジェクト関係者へのヒアリング

・評価の目的、対象、評価方法、作業スケジュールを記載した、評価の

実施計画案（評価デザイン）の検討・策定

･「評価の枠組み」案で、評価基準、評価に必要な情報、データ･情報の

収集方法 、情報収集先の情報を定め、それに基づく質問票の作成

報告書の完成
･幅広い関係者からのフィードバックの取り付け

・報告書最終版の取りまとめ・提出

第１回検討会の開催
・第１回検討会にて、評価の実施計画案（評価デザイン）及び「評価の枠

組み」案の検討

第３回検討会の開催 ･第３回検討会にて、現地調査結果の報告、報告書骨子案の検討

A．評価の実施計画

（評価デザイン）の策定

B．評価調査の実施

C．報告書案作成

D．最終検討会開催

報告書の完成

第２回検討会の開催

･第２回検討会にて、「評価の枠組み」最終版の報告、国内調査結果の中

間報告、現地調査計画案の検討
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経済化支援の効果，当該国の国民による認知度についてアンケート調査を行い，結

果を解析した。アンケート調査の詳細は，添付資料５に示すとおり。 

 

４． 現地調査 

対象 3 か国において，2011 年 9 月に 12 日間の日程で現地調査を行った。現地

調査では，相手国政府機関，日本大使館，JICA 事務所，JICA 派遣専門家，EBRD

などの他ドナーに対する協議・ヒアリングとともに，JICA によるプロジェクトサイト（日

本人材開発センター等）の視察を行った。現地調査の日程は，添付資料４に示すと

おり。 

 

２－５ 評価実施体制 

本調査業務は，評価主任，アドバイザーの指導の下，株式会社アンジェロセック

のコンサルタント 3 名が評価に必要な情報収集，整理，分析を行った。 

 

表２－１ 評価チームの構成 

担当 氏名 所属・肩書 

評価主任 高千穂 安長 玉川大学 教授 

アドバイザー 岩崎 一郎 一橋大学経済研究所 教授 

チーフコンサルタント 熊野 忠則 （株）アンジェロセック 人間環境開発部 部長 

シニアコンサルタント 松下 智子 （株）アンジェロセック 人間環境開発部 総括主任

コンサルタント 郡司 佳純 （株）アンジェロセック 人間環境開発部 

 

4 回に亘る検討会においては外務省および JICA の関係各課室も交えて，評価の

枠組み，方向性，結論等について議論を積み重ねた。また，現地調査については，

上記評価メンバーに加え，外務省大臣官房ODA評価室の湊室長がオブザーバーと

して参加した。 




